
 

 

益   田   市 
 
  令和４年２月１８日 
  報 道 発 表 資 料 
 

第 553 回益田市議会（定例）予定議案について 

 

（初日） 

○ 条例案件について(9 件） 
  ・益田市附属機関設置条例の一部を改正する条例制定について 
     （益田市指定管理施設モニタリング委員会の廃止に伴う所要の改正 
      施行日：令和4年4月1日） 
 
  ・益田市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について 
     （益田市議会議員の期末手当に係る独自規定を定めることに伴う所要の改正 
      施行日：令和4年4月1日） 
 
  ・市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について 
     （市長等の期末手当に係る独自規定を定めること等に伴う所要の改正 
      令和4年4月1日） 
 
  ・益田市特別会計条例の一部を改正する条例制定について 
     （益田市造林受託事業特別会計を廃止することに伴う所要の改正 
      施行日：令和4年4月1日） 
 
  ・益田市資産活用推進基金条例制定について 
     （公共施設等の整備、除却等の財源に充てるための基金設置に関する条例の制定 
      施行日：令和4年4月1日） 
 
  ・益田市立保育所設置及び管理に関する条例制定について 
     （益田市立匹見保育所における実施事業の明確化等に伴う所要の改正 
      施行日：令和4年4月1日） 
 
  ・益田市工場立地に関する準則を定める条例制定について 
     （特定工場における緑地面積率等の緩和に関する条例の制定 
      施行日：公布の日） 
 
  ・益田市都市公園条例の一部を改正する条例制定について 
     （益田市民体育館の空調設備に係る利用料設定に伴う所要の改正 
      施行日：令和4年7月1日） 
 
  ・益田市営住宅設置条例の一部を改正する条例制定について 
     （市営諏訪住宅建替事業に伴う所要の改正 
      施行日：令和4年4月1日） 
 
 
 

○ 令和４年度当初予算について 
     （別紙資料 財政課作成） 

 

 

○ 指定管理者の指定について(5件） 
  ・益田市障害者福祉センターの指定管理者の指定について 

担当課名 総務管財課 

担当者名 和﨑幹弘 

電話番号 0856－31－0150 

FAX 番号 0856－23－4977 

E-mail  soumu@city.masuda.lg.jp 

 



  ・益田市立共同生活ホームの指定管理者の指定について 
  ・益田市リサイクルプラザの指定管理者の指定について 
  ・益田市斎場の指定管理者の指定について 
  ・益田市立久城会館の指定管理者の指定について 
     （地方自治法第244条の2第6項の規定に基づく議会の議決） 
 
 
 

○ その他議案について(2件） 
  ・益田市辺地総合整備計画の変更について 
     （益田市辺地総合整備計画の変更、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措

置等に関する法律第3条第8項において準用する同条第1項に基づく議会の議決） 
  ・土地改良事業計画の概要について 
     （土地改良事業計画の概要を定めることについて土地改良法第96条の2第2項に基づく議会の議

決） 
 
 
 
 
 

（中日） 

○ 一般会計・特別会計補正予算について(8 会計） 
・令和３年度益田市一般会計補正予算第９号 
・令和３年度益田市介護保険特別会計補正予算第４号 
・令和３年度益田市国民健康保険事業特別会計補正予算第５号 
・令和３年度益田市後期高齢者医療特別会計補正予算第３号 
・令和３年度益田市市有林事業特別会計補正予算第１号 
・令和３年度益田市造林受託事業特別会計補正予算第３号 
・令和３年度益田市匹見財産区特別会計補正予算第３号 
・令和３年度益田市土地区画整理事業特別会計補正予算第２号 

 

 

 

 

（最終日） 

○ 人事案件について(3 件） 
  ・行政情報公開不服審査会委員の任命について 
     （益田市行政情報公開条例第19条第2項の規定に基づく議会の同意） 
  ・行政不服審査会委員の委嘱について 
     （益田市行政不服審査に関する条例第5条第1項の規定に基づく議会の同意 
  ・人権擁護委員候補者の推薦について 
     （人権擁護委員法第6条第3項の規定に基づく諮問） 
 
 
 

○ その他議案について(1件） 
 ・益田地区広域市町村圏事務組合規約の変更について 
     （共同処理を行う事務として地域通訳案内士育成等計画に定める事業の実施に関する事務及び

地域通訳案内士の登録に関する事務を追加することに伴う組合規約の変更、地方自治法第286
条第1項の規定に基づく協議、同法第290条の規定に基づく議会の議決 

      施行日：令和4年4月1日） 

 

 


